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IFRS 第 11 号 Joint Arrangement（共同支配の取決め）の概要 
 

1. 概要 
  連結プロジェクトでは、最初に、我が国の連結の範囲に関する会計基準の検討の範

囲を SPE の連結に限定するか（2009 年 2 月論点整理参照）、すべての会社とするかを検

討することとしている。それらの検討を行うにあたっては、我が国の会計基準と IFRS

第 10 号との差異、仮に IFRS 第 10 号の考え方を採用した場合の影響度合いを概括的に

把握することが必要となる。 

  また、IASB からは、IFRS 第 10 号と同時期に IFRS 第 11 号「共同支配の取決め」が

公表されており、単独の支配を扱う IFRS 第 10 号との関連性も高いことから、IFRS 第

10 号の検討と同様に、我が国の会計基準との差異や影響度合いなどの把握が必要と考

えている。 

  このため、本資料ではまず、この IFRS 第 11 号の概要を取り上げ、単純な設例を用

いて、その具体的な適用を確認している。 

 

2. IFRS 第 11 号 
(1) 概要 
  IASB は、2011 年 5 月 12 日に、IFRS 第 11 号「共同支配の取決め」(Joint Arrangements)

を公表した。これにより IAS 第 31 号「ジョイント・ベンチャーに対する持分」が廃止

される1。 

  これに伴い、IAS 第 28 号「関連会社に対する投資」は、「関連会社及び共同支配企業

に対する投資」（Investments in Associates and Joint Ventures）と改称されている。 

  共同支配の取決めの共同支配を有する当事者に対する開示要求は、IFRS 第 12 号「他

の事業体に対する持分の開示」で定められている。IFRS 第 11 号は、2013 年 1 月 1 日

以後開始する事業年度に適用され、早期適用は認められる。 

(2) IAS 第 31 号からの重要な変更点 
  共同支配企業（joint venture）に対する比例連結2の選択肢が廃止されている。した

がって、共同支配企業となる場合、その会計処理は持分法のみとなる。 

                                                  
1 同時に、SIC13 号「共同支配企業―共同支配投資企業による非貨幣性資産の拠出」も廃止
されることになる。その内容は、改正 IAS 第 28 号に移行された。 
2 共同支配企業に対する持分の会計処理に比例連結を用いる場合、概念フレームワークに
おける資産及び負債の定義を満たさない資産・負債が認識されることが懸念され、比例連
結の選択肢が削除された。 
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  「共同支配の営業活動」(jointly controlled operations)と「営業支配の資産」

（jointly controlled assets）という IAS 第 31 号における二つの分類について、「共

同支配事業」（joint operation）という分類で整理し直されている。その結果、共同

支配の取決めの種類は、「共同支配事業」(joint operation)と「共同支配企業」(joint 

venture)の二種類となる。 

  「共同支配事業」（joint operation）の場合は、取決めに係る資産負債を勘定科目

ごとに会計処理する3。 

(3) IAS 第 28 号への重要な変更点 
  持分法の適用対象を、関連会社（associates）又は共同支配企業（joint ventures）

とする。 

  関連する開示は、IFRS 第 12 号で定められている。 

 

 

3. IFRS 第 11 号の内容 

(1) 目的（1項） 

本基準の目的は、共同で支配されている取決め（すなわち、共同支配の取決め）に対す

る持分を有する企業の財務報告に関する原則を定めることである。 

(2) 範囲（3項） 

本基準は、共同支配の取決めの当事者4（party to a joint arrangement）であるすべて

の企業に適用される。 

(3) 共同支配の取決めの特徴（4項～6項） 

  共同支配の取決めは、複数の当事者が共同支配を有する取決めである。 

  共同支配の取決めは次の特徴を有する。 

(a)当事者が契約上の取決めで拘束されている。 

                                                  
3 IAS 第 31 号の「共同支配の営業活動」（jointly controlled operations）と「共同支配
の資産」(jointly controlled assets)の場合の会計処理と実質的に変更はないと考えられ
る。 
4 共同支配の取決めに参加している企業をいい、当該取決めに対する共同支配を有している
かどうかは問わない。本基準は、共同支配の取決めに対する共同支配を有している当事者
（共同支配事業者と共同支配投資企業）と、共同支配の取決めに参加しているが共同支配
を有していない当事者と区別している（11項）。 
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(b)契約上の取決めにより、複数の当事者が当該取決めに対する共同支配を有している。 

  共同支配の取決めは、共同支配事業又は共同支配企業のいずれかである。 

(4) IFRS 第 11 号の特徴（IN5～IN11） 

  共同支配の取決めに対する当事者は、まず、その取決めから生じる権利及び義務を

評価することにより、当該共同支配の取決めの種類を決定することが必要となる。 

  共同支配の取決めが、共同支配事業に該当するか、共同支配企業に該当するかは、

当該取決めにおける当事者の権利及び義務に応じて決定される。 

  共同支配事業は、取決めに対する共同支配を有する当事者（すなわち、共同支配事

業者）が、当該取決めに関する資産に対する権利及び負債に対する義務を有している

場合の共同支配の取決めである。 

共同支配企業は、取決めに対する共同支配を有する当事者（すなわち、共同支配投

資企業）が当該取決めの純資産に対する権利を有している場合の共同支配の取決めで

ある。 

  共同支配事業者は、取決めに対する持分に係る資産及び負債（並びに関連する収益

及び費用）について、それらに適用可能な IFRS に従って認識し、測定することが要求

される。 

  共同支配投資企業は、その投資を認識するとともに、当該投資を IAS 第 28 号「関連

会社及び共同支配企業」に従って持分法で会計処理することが要求される。 

(5) 共同支配の取決めの当事者の会計処理（20 項から 25 項） 
① 共同支配事業（Joint operations） 

共同支配事業者は、共同支配事業に対する持分に関して以下を認識しなければならない5

（20 項）。 

(a) 自らの資産（共同で保有する資産に対する持分を含む） 

(b) 自らの負債（共同で負う負債に対する持分を含む） 

(c) 共同支配事業から生じる産出物に対する持分の売却による収益 

(d) 共同支配事業から生じる産出物の売却による収益に対する持分 

                                                  
5 なお、共同支配事業に参加しているが共同支配を有していない当事者も、共同支配事業
に係る資産に対する権利及び負債に対する義務を有している場合には、当該取決めに対す
る持分の共同支配を有している当事者（共同支配事業者）と同様に会計処理する必要があ
る。当事者が、当該共同支配事業に係る資産に対する権利及び負債に対する義務を有して
いない場合、共同支配事業に対する持分を、当該持分に適用可能な IFRS に従って会計処理
する（23 項）。 
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(e) 自らの費用（共同で負う費用に対する持分を含む） 

 

② 共同支配企業（Joint ventures） 

共同支配投資企業は、共同支配企業に対する持分を投資として認識し、その投資を IAS

第 28 号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」に従って持分法で会計処理しなければ

ならない6。ただし、IAS第28号の定めにより持分法の適用を免除される場合を除く（24項）。 

 

 

                                                  
6 なお、共同支配企業に参加しているが共同支配を有していない当事者は、当該取決めに
対する持分を IFRS 第 9 号「金融商品」に従って会計処理する。ただし、共同支配企業に対
して重要な影響力を有している場合には、IAS 第 28 号に従って持分法で会計処理する（25
項）。 
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(6) 個別財務諸表での取扱い（26 項から 27 項） 
①  共同支配事業者又は共同支配投資企業は、その個別財務諸表において、共同支配事

業又は共同支配企業に対する持分を次のように会計処理しなければならない。 

(a) 共同支配事業に対する持分は、連結上の扱いと同様に（20 項から 22 項に従って）

会計処理する。 

(b) 共同支配企業に対する持分は、IAS 第 27 号「個別財務諸表」（2011 年修正）の

第 10 項に従って会計処理する（下記参照）。 

 

②  共同支配の取決めに参加しているが共同支配を有していない当事者は、その個別財

務諸表において、共同支配事業又は共同支配企業に対する持分を次のように会計処理

しなければならない。 

(a) 共同支配事業に対する持分は、連結上の扱いと同様に（第 23 項に従って）会計

処理する。 

(b) 共同支配企業に対する持分は、IFRS 第 9 号に従って会計処理する。ただし、共

同支配企業に対して重要な影響力を有している場合を除く。その場合には、IAS

第 27 号（2011 年修正）の第 10 項に従って会計処理する（下記参照）。 

 

（参考） 

IAS 第 27 号｢個別財務諸表｣ 

10 項 企業が個別財務諸表を作成する場合には、子会社、共同支配企業及び関連会社

に対する投資を、次のいずれかにより会計処理しなければならない。 

(a)取得原価で会計処理 

(b)IFRS 第 9 号に従って会計処理 

企業は、投資の各区分について同じ会計処理を適用しなければならない。取得

原価で会計処理する投資は、売却目的保有に分類されている（又は売却目的保

有に分類される処分グループに含まれている）場合には、IFRS 第 5 号｢売却目

的で保有する非流動資産及び非継続事業｣に従って会計処理しなければならな

い。IFRS 第 9 号に従った投資の会計処理は、このような状況で変更されない。 

11 項 企業が、IAS 第 28 号（2011 年修正）の第 18 項に従って、関連会社又は共同支

配企業に対する投資を、IFRS 第 9 号に従って純損益を通じて公正価値で測定す

ることを選択する場合には、当該投資を個別財務諸表においても同じ方法で会

計処理しなければならない。 
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4. 用語の定義（付録 A） 
 

共同支配の取決め（joint 

arrangement） 

複数の当事者が共同支配を有する取決め 

共同支配（joint control） 取決めに対する契約上合意された支配の共有であり、関連

性のある活動（relevant activities）（すなわち、取決め

のリターンに重要な影響を及ぼす活動）に関する意思決定

に、支配を共有している当事者の全員一致の合意を必要と

する場合にのみ存在する。 

共 同 支 配 事 業 （ joint 

operation） 

取決めに対する共同支配を有する当事者が、当該取決めに

関する資産に対する権利及び負債に対する義務を有して

いる場合の共同支配の取決め 

共 同 支 配 事 業 者 （ joint 

operator） 

共支配同事業の当事者のうち当該共同支配事業に対する

共同支配を有している当事者 

共同支配企業（joint venture） 取決めに対する共同支配を有する当事者が、当該取決めの

純資産に対する権利を有している場合の共同支配の取決

め 

共同支配投資企業（joint 

venturer） 

共同支配企業の当事者のうち当該共同支配企業に対する

共同支配を有している当事者 

共同支配の取決めの当事者

（ party to a joint 

arrangement） 

共同支配の取決めに参加している企業（当該取決めに対す

る共同支配を有しているかどうかは問わない） 

別個のビークル（separate 

vehicle） 

別個に識別可能な財務構造（別個の法的主体又は法令で認

知された主体を含むが、当該主体が法人格を有しているか

どうかは問わない） 
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5. 設例及び図 
(1)  共同支配の取決め（IFRS 第 11 号適用の判定） 
① 説明図（Ｂ10 項） 

IFRS 第 11 号適用の判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 Yes 

 

                           

 

9 ページの（２）①の説明図へ 

 

② 契約上の取決め 
契約上の取決めは、文書であることが多いが、法制上の仕組みも、それ自体で又は当

事者間の契約との組み合わせで、強制可能な取決めを生じさせる場合がある。また、共

同支配の取決めが、別個のビークルを通じて組成されている場合には、契約上の取決め

又は取決めの一部の局面は、状況によっては、当該別個のビークルの定款、設立許可書

に組み込まれる。（B2 項、B3 項） 

 

③ 黙示的な合意 
時には、各当事者が契約上の取決めで合意した意思決定プロセスが、暗黙のうちに共

同支配を生じさせている場合がある。例えば、2名の当事者が取決めを結び、それぞれが

すべての当事者（又は当事者のグループ）が、

契約上の取決めによって、集団的に、当該取決

めに対する支配を得ているか 

IFRS 第 11 号

の範囲外 

関連性のある活動に関する意思決定には、当該

取決めを集団的に支配しているすべての当事

者（又は当事者のグループ）の一致した同意が

必要とされるか 

No 

Yes 

IFRS 第 11 号

の範囲外 

No 

当該取決めは共同で支配されており、共同支配の取決

めである 
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議決権の 50％を有し、両者の契約上の取決めにより、関連性のある活動に関する意思決

定を行うには議決権の少なくとも 51％が必要と定められていると仮定する。この場合に

は、各当事者は共同支配を有することに黙示的に合意している。関連性のある活動に関

する意思決定が、両者の合意なしに行えないからである。（B７項） 

 

④ 適用例（B8 項） 
 

設例 1： 

 3 名の当事者が取決めを制定したとする。Aは取決めに対する議決権の 50％、Bは 30％、

C は 20％を有している。A、B 及び C の間の契約上の取決めでは、当該取決めの関連性のあ

る活動に関する意思決定を行うには、少なくとも議決権の 75％を必要としている。A はい

かなる決定も阻止できるが、Bの同意が必要なので、取決めを支配していない。関連性のあ

る活動に関する意思決定を行うのに議決権の少なくとも 75％を必要とする契約上の取決め

の諸条件は、Aと Bが当該取決めに対する共同支配を有していることを示唆している。当該

取決めの関連性のある活動に関する意思決定は、Aと Bの両者が合意しないと行えないから

である。 

設例 2：  

取決めに 3名の当事者がいるとする。Aは取決めに対する議決権の 50％、Bと Cはそれぞ

れ 25％を有している。A、B及び Cの間の契約上の取決めでは、当該取決めの関連性のある

活動に関する意思決定を行うには、少なくとも議決権の 75％を必要としている。A はいか

なる決定も阻止できるが、B又は Cの同意が必要なので、取決めを支配していない。この例

では、A、B及び Cが当該取決めを集団的に支配しているが、議決権の 75％に達することの

できる当事者の組合せが複数ある（すなわち、A と B 又は A と C）。このような状況では、

共同支配の取決めとなるためには、当事者間の契約上の取決めが、当事者のどの組合せが

当該取決めの関連性のある活動に関する意思決定に一致して同意する必要があるのかを定

めている必要がある。 

設例 3：  

A と B がそれぞれ取決めに対する議決権の 35％を有していて、残りの 30％が広く分散し

ているとする。関連性のある活動に関する意思決定には、議決権の過半数の承認を必要と

する。Aと Bは、契約上の取決めが、当該取決めの関連性のある活動に関する意思決定に A

と B の双方の合意を必要とすると定めている場合にのみ、当該取決めに対する共同支配を

有している。 

 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



審議事項（３） 

9 
 

(2) 共同支配の取決めの分類：（共同支配事業 or 共同支配企業） 

① 説明図（Ｂ21 項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同支配投資企業は、共同支配企業に対する持分を投資として

認識し、その投資を IAS 第 28 号「関連会社及び共同支配企業

に対する投資」に従って持分法で会計処理する（ただし、IAS

第 28 号の定めにより持分法の適用を免除される場合を除く） 

 

共同支配の取決めの分類：当該取決めから生じる各当事者の権利及び義務の評価 

 

 

 

                                   

 

 

 

 

 

 

 

共同支配事業者は、共同支配事業に対する持分に関して以下を認

識する 

(a) 自らの資産（共同で保有する資産に対する持分を含む） 

(b) 自らの負債（共同で負う負債に対する持分を含む） 

(c) 共同支配事業から生じる産出物に対する持分の売却による収益 

(d) 共同支配事業から生じる産出物の売却による収益に対する持分 

(e) 自らの費用（共同で負う費用に対する持分を含む） 

共同支配の取決めの構造 

別個のビークルを通じて組成さ

れたものではない 
別個のビークルを通じて組成 

企業は次のすべてを考慮しなければならない 

(i) 別個のビークルの法的形態  

(ii)  契約上の取決めにおける諸条件 

(iii) 他の事実及び状況 

共同支配事業 

(Joint operation) 

共同支配企業 
(Joint venture) 
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② (ⅰ)別個のビークルの法的形態 

別個のビークルの法的形態が、各当事者と別個のビークルとを分離していない場合（す

なわち、別個のビークルで保有されている資産及び負債が、各当事者の資産及び負債で

ある場合）で、当該別個のビークルで共同支配の取決めがなされているときは、別個の

ビークルの法的形態による各当事者の権利及び義務に関する評価のみで、取決めが共同

支配事業であると結論付けるのに十分となる（第 24 項）。 

 

 

③ (ⅱ)契約上の取決めの諸条件の検討（B27 項） 

契約上の取決めの諸条件の検討（B27 より一部抜粋） 

 共同事業 共同支配企業 

契約上の取決めの

諸条件 

契約上の取決めが、共同支配の取

決めの各当事者に、当該取決めに

係る資産に対する権利及び負債

に対する義務を与えている。 

契約上の取決めが、共同支配の取

決めの各当事者に、当該取決めの

純資産に対する権利を与えてい

る 

資産に対する権利 契約上の取決めにおいて、共同支

配の取決めの各当事者が、当該取

決めの資産に対するすべての持

分（例えば、権利、所有権又は権

原）を所定の割合で共有すると定

められている。 

各当事者は当該取決めの資産へ

の持分を有していない。 

負債に対する義務 契約上の取決めにおいて共同支

配の取決めの各当事者は、第三者

が提起した請求について義務を

負うと定められている。 

契約上の取決めにおいて共同支

配の取決めの債権者は、当該取決

めの債務又は義務に関して、どの

当事者に対しても遡求権を有さ

ないと定められている。 

収益、費用、純損益 契約上の取決めにおいて、収益及

び費用を共同支配の取決めの各

当事者の業績に基づいて配分す

ると定められている。 

契約上の取決めにおいて、当該取

決めの活動に係る純損益に対す

る各当事者の持分が定められて

いる。 

保証 共同支配の取決めの当事者は、第三者（例えば、共同支配の取決め

からサービスを受けたり、資金を提供したりする者）への保証の提

供を求められることが多い。当事者がこうした保証又はコミットメ
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ントを提供するという定めは、それ自体では、共同支配の取決めが

共同事業と決定されるものではない。共同支配の取決めが共同事業

なのか共同投資企業なのかを決定する特性は、各当事者が当該取決

めの負債（その一部について各当事者が保証を提供している場合も

提供していない場合もある）に対する義務を有しているかどうかで

ある。 

 

【適用例】B26 項 

設例４ 

2 名の当事者が、法人形態で共同支配の取決めを組成した。各当事者は、当該法人企業に対

して 50％の所有持分を有している。法人形態をとることで、企業とその所有者とを分離す

ることが可能となり、その結果、当該企業が保有している資産及び負債は、当該法人企業

の資産及び負債である（当事者の資産及び負債ではない）。このような場合、別個のビーク

ルという法的形態による各当事者の権利及び義務の評価は、各当事者が当該取決めの純資

産に対する権利を有していることを示唆することになる。 

しかし、各当事者は、契約上の取決めを通じて、所定の割合で、当該企業の資産に対する

持分を有し、負債に対する義務を負うように、当該企業の特性を変更する。企業の特性に

対するこのような契約上の変更により、取決めが共同事業となる場合があり得る。 

 

契約上の取決めにおいて、各当事者が当該取決めに係る資産に対する権利及び負債に

対する義務を有すると明示している場合、それらの当事者は共同事業の当事者であり、

共同支配の取決めを分類するために、他の事実及び状況（B29 項から B33 項）を考慮する

必要はない。（B28 項） 
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④ (ⅲ)他の事実の状況 

契約上の取決めの諸条件が、各当事者が当該取決めに係る資産に対する権利及び負債

に対する義務を有すると明示していない場合には、各当事者は、当該取決めが共同事業

なのか共同支配企業なのかを検討するために、他の事実及び状況を考慮しなければなら

ない。（B29 項） 

 

具体例 

 

設例（B31 項と B32 項より） 

各当事者が、共同支配の取決めの活動を、主として、当該取決めから生じる産出物を

各当事者に提供するよう設計している場合、これは各当事者が当該取決めにおける資産

の経済的便益のほとんどすべてに対する権利を有していることを示唆している。こうし

た取決めの当事者は、当該取決めにより、第三者に産出物を販売することを禁止するこ

とにより、当該産出物に対するアクセスを確保することが多い。（B31 項） 

 

このような設計及び目的を有する取決めの効果は、当該取決めにより生じた負債が、

実質上、産出物の購入を通じて各当事者から受け取るキャッシュ・フローで弁済される

ことである。各当事者が、当該取決めの営業活動の継続に貢献するキャッシュ・フロー

のほぼ唯一の源泉である場合、これは各当事者が当該取決めに係る負債に対する義務を

有していることを示唆する。（B32 項） 
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⑤ 説明図（Ｂ33 項） 

別個のビークルを通じて組成された共同支配の取決めの分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別個のビーク

ルの法的形態 

別個のビークルの法的形態により、各当事者に、当

該取決めに係る資産に対する権利及び負債に対す

る義務が与えられているか 

契約上の取決

めの諸条件 

契約上の取決めの諸条件で、各当事者が当該取決め

に係る資産に対する権利及び負債に対する義務を

有していると明示されているか 

他の事実及び

状況 

各当事者が当該取決めを次のように設計しているか 

(a) その活動が主として各当事者への産出物の提供

を目的にしている（すなわち、各当事者が、別個

のビークルで保有している資産の経済的便益の

ほとんどすべてに対する権利を有している）。 

(b) 当該取決めを通じて行われる活動に係る負債の

決済について、継続的に各当事者に依存してい

る。 

共同支配企業 
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6. 日本基準での取扱い 
(1) 共同支配企業の形成7（企業会計基準第 21 号 企業結合に関する会計基準） 

① 共同支配企業の形成の判定 

ある企業結合を共同支配企業の形成と判定するためには、共同支配投資企業となる企業

が、複数の独立した企業から構成されていること（独立企業要件）及び共同支配となる契

約等を締結していることに加え（契約要件）8、次の要件を満たしていなければならない。 

  企業結合に際して支払われた対価のすべてが、原則として、議決権のある株式であ

ること（対価要件） 

  支配関係を示す一定の事実が存在しないこと（その他の支配要件） 

② 共同支配企業の形成の会計処理 

  共同支配企業の形成において、共同支配企業は、共同支配投資企業から移転する資

産及び負債、移転直前に共同支配投資企業において付されていた適正な帳簿価額によ

り計上する。 

  共同支配企業の形成において、共同支配企業に事業を移転した共同支配投資企業が

受け取った共同支配企業は次の会計処理を行う。 

・ 個別財務諸表上、当該共同支配投資企業が受け取った共同支配企業に対する投資

の取得原価は、移転した事業に係る株主資本相当額に基づいて算定する。 

・ 連結財務諸表上、共同支配投資企業は、共同支配企業に対する投資について持分

法を適用する。 

 

 

以上 

 

 

                                                  
7 「共同支配企業」とは、複数の独立した企業により共同で支配される企業をいい、「共同
支配企業の形成」とは、複数の独立した企業が契約等に基づき、当該共同支配企業を形成
する企業結合をいう。（企業会計基準第 21 号 企業結合に関する会計基準第 11 項） 
8 例えば、企業会計基準適用指針第 10 号 企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関
する適用指針第 178 項で、「共同支配企業の形成にあたり、契約要件を満たすためには、契
約等は文書化されており、次のすべてが規定されていなければならない（第 428 項及び第
428 項参照）。（１）・・・・」と記載されるべき内容について具体的に規定されている。 
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